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農地保有合理化事業の利用実態に関する事例分析

一北海道水田地帯を対象として一

溜寛

1．諜題と分析視角

　！）農地流動化政策における農地保有合理化事業の位罎

　2）北海道における農地保有合理化事業の実績と特徴

　3）課題と分析視角

2．市町村における農地保有合理化事業の利用実態

　1）事例地域における農地保有合理化事業の利用実績

　2）事例地域における農地保有合理化事業の運用実態

3．市町村における農地保有合理化事業の推進体制と閣題点

　1）：事例地域における農地保有合理化事業の推進体制

　2）事例地域における農地保有合理化事業実施をめぐる諸問題

4．市町村レベルからみた農地保有合理化事業の推進上の課題

！。課題と分析視角

！）農地流動化政策における農地保有合理化事業の位置

　近年，農地流動化政策において農地保有合理化事業（以下，単に事業と称する）

の位置づけが高まってきていることが注藏される。周知のように，1994年8月に

公表された農政霧議会『薪たな薗際環境に対応した綴政の綴開方向』はr過去玉0

年間の実績の2～3倍に相当する農地の流動化を見込む必要がある」として農地

流動化の加速的推進を打ち出した。さらに，この農政審報告を踏まえて公表され

た緊急農業農村対策本部「ウルグァイ・ラウンド農業食意関連対策大綱」　（1994

年10月25臼）では，　「経営転換を図ろうとする者の農地の担い手への円滑な利用

集積を図るため，都道府梁農地保麿合理化法入の農地の中問保有・再配分機能が

牽分発揮できるよう農地売買等事業を拡充強化する」ことが銘記されている。
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　その具体的な施策としてはまず第1に現行の農地保有合理化促進特別事業の特

別枠として新たに「経営転換タイプ」が設けられたことが挙げられる（註1）。

この事業の趣旨は「経営転換により規模縮小を図る農家等の保有地を機動的に買

入れることができるよう，農地売買等事業において特別枠を設けるとともに，こ

れに応じた農地保有合理化法人の経営基盤の強化を回ることにより，農地保有合

理化事業を活用した農地の担い手への集積の一層の促進を図る」ことであり，実

施期間は1995～2000年度とし，買入資金枠として200億円が予定されている。こ

の事業の最大の特色は「経営転換農地を担い手におおむね5年以内に時価で売り

渡す」ところにあり，買入価格と時価との差額の補填は別に尊墨保有合理化法

人機能強化事業」を設け，これに25億円の予算措置がなされている（註2）。従

って，公社の保有期闇内において平均ユ2．5％の地価下落までは対応可能な仕組み

となっていると言える。

　第2に税制面での優遇措置であり　（註3），具体的には農地保有合理化導入に

農地等を譲渡した場合に譲渡所得税の特別控除を現行の800万円から1，500万円に

引き上げたことが挙げられる。この施策は「認定農家への農地集積」をはかるこ

とが目的とされ（註4），ウルグアイラウンド関連4法案の一貫である農業経営

基盤強化促進法の一部改正によって法事化措置がなされることとなった（註5）。

2）北海道における農地保有合理化事業の実績と特徴

　周知のように，北海道農業開発公社（以下，単に公社と称する）は全国の都道

府県農地保有合理化法人の中でも最大の実績を有しており，表1に示すように全

国の買入実績に占めるシェアは毎年度およそ5割～6割を占めている。さらに，

表1によって近年の北海道における農地保有合理化事業の実施状況の中に次の2

つの特徴を見ることができる。

　第1に，買入面積に占める農地の割合が！983年以降一貫して高まる傾向にあり，

最近では8～9割を占めるまでになっていることである。このことは北海道にお

いても全国的な趨勢と軌を一にして，草地開発事業の後退に伴う「未墾地から既

墾地へ」という展開を遂げてきていることを示すものである（註6）。

　第2に，買入の対象が既墾地に移るなかで，地目別にみると1988年以降，水田

の買入実績が顕著に伸びてきていることが注懸される（註7）。買入面積に占め

る水田のシェアは最近では3割弱に達していると共に，農地移動における事業利

用率もおよそ3分の1に及んでいる（註8）。

　しかしながら第3に，こうした事業の実施状況には地域的な偏りが存在するこ

とを指摘しておきたい。図！は水E山地帯における1988年以降の売買移動とそれに

占める事業利用のシェアを市町村レベルで見たものである、，おおむね農地流動化
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表1　農地保有合理化事業による農用地等の買入実績の累年動肉

年度 全　i騒 北海道 うち うち うち 北海道 事業の地目構成 臓地移動に対する

農　地 田 繍 のシェア 農地 田 畑 事業禾二二

（A） （13） （C） （D） （巳） 8／A C／3 D／B ε／B 灘也 繊 畑

ha ha ha ha ha ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

1970 2，697 2，070 「　　○　　・ 9　　・　　D 艦　　o　　● 76．7 ．　　ゆ　　・ ．　　．　　6 o　　o　　． 0　　6　　・ 巳　　曜　　． 陰　　，　　●

7L 6，848 4，348 妙　　●　　， o　　．　　P ・　　層　　・ 63．5 o　　・　　． ●　　，　　の ◎　　，　　o ●　　．　　・ ・　　◎　　塵 o　　o　　●

72 7，830 3，27圭 1，304 45 1，259 41．8 39．9 1．4 38．5 4．o O．8 4．7

73 9，141 4，395 2，2准9 518 1，731 48．1 51．2 11．8 39．4 6．4 6．6 6．4

74 8，077 3，互46 1，995 126 1，869 38．9 63．4 4．0 59．4 8．4 2．2 10．9

75 8，312 3，240 1，734 261 1，473 39．O 53．5 8．1 45．5 10．4 5．7 12．2

76 10，765 5，6！9 1，679 143 1，536 52．2 29．9 2．5 27．3 14．8 6．9 17．0

77 12，380 7，495 2，179 52 2，127 60．5 29．1 0．7 28．4 18．4 3．3 21．3

78 9」75 4，747 2，333 60 2，273 51．7 49．1 1．3 47．9 24．6 21．5 25．1

79 7，056 3，735 1，145 5 圭，140 52．9 30．7 0．1 30．5 32．9 12．1 36．2

1980 7，228 3，194 1，064 5 1，059 44．2 33．3 0．2 33．2 14．9 8．8 15．9

81 5，690 2，639 1，018 101 917 46．4 38．6 3．8 34．8 17．8 7．7 19．8

82 7β87 4，065 1，348 100 1，248 51．5 33．2 2．5 30．7 22．0 5．8 25．5

83 7，415 4，209 1，410 150 L260 56．8 33．5 3．6 29．9 22．4 7．6 25．9

84 7，453 4，242 王，837 158 1，679 56．9 43．3 3．7 39．6 25．8 5．4 31．5

85 6，338 3，349 1，871 155 1，716 52．8 55．9 4．6 51．2 22．9 5．5 27．6

86 5，978 3，191 2，059 211 1β48 53．4 64．5 6．6 57．9 24．8 10．6 29．3

87 5，903 3，298 2，269 337 1，932 55．9 68．8 10．2 58．6 30．O 14．4 35．1

88 6，168 3，839 2，438 7i8 1，720 62．2 63．5 18．7 44．8 33．7 33．8 33．7

89 6，135 3，684 3，155 997 2ほ58 60．0 85．6 27．1 58．6 31．2 34．2 30．3

1990 6，131 3，701 3，098 1，028 2，070 60．4 83．7 27．8 55．9 36．0 37．5 35．5

91 g　　o　　o 4，0U 3，616 988 2，628 o　　・　　● 90．1 24．6 65．5 35．5 35．2 35．6

註1）全国の実績は全国農地保蒋合理化協会『農地保膚合理化促進事業20年の歩み毒　（1991年）

　　　PP．79～80より警宰1暮0

　2）北海道の実績は北海道農業開発公社『農地保有合理化促進事業実績表3　（平成6無3月3賑

　　　現ぞ蓬）　PP，3～5より弓1月ヲ。

　3）北海遺の田・畑の実績は堀口健治ギ北海道にみる水田の農地流動化・地価の状況と農地保有

　　　合理化法人」　（農政調査委員会『多様な経営体と農地の利用調整〈農業の基本問題に関する

　　　調査研究報告書20＞」11994年所収）P7の表から引用。膿地は田と畑を含暫して算出した。源

　　　資料は北海道二業開発公社の業務賢料である、，

　4）鷹地移動に対する饗業利燐率は買入・売渡面積の合計を『北海道農地年報』による各年次

　　　（騰年）の自作地の有償所有権移転面積で！出して算出．
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図i　水田地帯における事業利溺の地域差

註1）空知・上川中央部の水田弾力くおおむね8◎％以上（1990年センサス）の帯町

　　　村について図示した。

　2）事業実績は1988年度～1992年度までの累計値であり、北海道農業開発公社

　　　『農地保有合理化事業実績表」より算出。特別事業（利鰐増進事業関連）、

　　　撞い手事業、中山間事業の買入・売渡面積の合計値である。

　3）売買移動率は『北海道農地隼報』による各市町村の！988年～1992無までの

　　　自作地の有償所有権移転薗積の累計値を経営耕地総面積（1990母センサス）

　　　で除して算出。

　4）事業利用率は事業実綾を自作地有償所有権移癒面積で除して算出。ただし、

　　　事業実績は年度カウント、自作地有償所有権移転面積は暦年カウントであ

　　　るため事業利屠率が10Q％を超える市町村があることに注意されたい。
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（売買）の進展度合いが樹対的に低位な地域において事業利用率が低いという傾

向が認められるが，売買移動が相対的に進んでいる地域においても事業利用率に

はかなりのばらつきが見て取れる。こうした違いをもたらす背景として，市町村

の関係機関の農地保有合理化事業に対する取り組み体制が重要であることが指摘

されているが（註9），現実の事業実施に際してはこうした市町村の個別的な事

情が強く反映していることが推察される。

3）課題と分析視角

　本稿は，今後の北海道水田地帯の農地移動において農地保有合理化：事業の利用

がよりいっそう重要なウェ’イトを占めるという認識に立って，事業を積極的に導

入している典型的な市町村における事業利回の実態分析を通じて，市町村レベル

からみた農地保有合理化事業の推進上の課題を明らかにすることを目的とする。

　対象地域として南空知の大規模水田地帯の典型である北村を取り上げる。北村

は1988年から農地保有含理化事業を導入しているが，前掲図！に示すように北海

道の水田地帯の中でも事業実施率が高い地域に属している。本稿ではまず第1に，

北村における事業利用の実態を農業委員会における事業の運用実態を中心に検討

し，第2に北村における事業の推進体制とそれが抱える問題点について検討する。

以上の分析結果を踏まえて，最後：に一市町村の事例分析ではあるが，市町村’レベ

ルからみた農地保有合理化窮業を推進する上での課題整理をおこなう。

2．市町村における農地保有合理化事業の利用実態

1）事例地域における農地保証合理化：事業の利用実績

　事例地域として取り上げる北村は1988年から農地保有合理化事業を導入してい

る。表2は1988年～1993年目6年間の実績を示したものであるが，これによって

北村における事業利粥の実績に現れている特徴的な点を指摘しておく。

　まず第1に事業メニューについてであるが，北村では特別事業，担い手事業，

申山間事業の3っのメニュ～が導入されており，買入実績を見ると中心となって

いるのは特別事業と担い手事業であることが見て取れる。また，鰯度上は！991年

からスタートした中山闘事業は1993年から利用が開始されているが，これは北村

がこの年になって「申由間地域指定」を受けたことによっている。

　第2に事業利用率について見ると，6年問の累計値では件数上ヒで52％，翻積比

で70％と極めて高水準であり，面積比で8胴強に達する年次も見受けられる。

　第3に！件爵たり買入面積について冤ると，6年間の累計値の平均では4．5ha
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表2　北村における農地保有合理化事業の売買実績

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：件、ha、％）

1988 1989 ユ990 ユ991 ユ992

　　；
P9931累計　　且

合　　計　　　件　数 2 10 圭8 25 24
65i　1、4

藤　積 12．4 72．1 54．7 120．7 91．2 　　脚P99．9：551．！

一冊一需璽讐旧一一一曽畠幽幽騨幽鱗曽｝r一一 ．．．＿＿＿＿＿＿．＿＿＿＿＿．．＿．．＿1＿＿＿

買　　入　　　件数 2 ユ（〉 6 ！9 18 44i　99

面　積 12．4 72．1 35．0 100．2 69．4

　　：153．6・442．7　　1

特訓事業　件　数 2 5 4 11 12 23：　　57　脚

面　積 圭2．4 27．8 19．6 41．0 35．O
55．ユ1190．9　　1

担い手渡業　件　数 ｝
5 2 8 6 101　　31　1

面　積 一 44．3 15．4 59．2 34．5 59．1：212．4

中山間事業　件　数 一 ｝ 一 一 一 1！i　11

面　積 ｝ 一 ｝ 一 皿
　　艦R9．51　39．5

一一一雪曹咀圏凹噂一覧一一鴨騨鴨一嚇一一一一
＿＿＿一一＿＿＿＿＿＿．＿＿＿＿＿．＿＿＿一一．．一＿1＿＿＿＿

売　　渡　　　件　数 一 一
12 6 6 21i　45

面　積 一 一
玉9．7 20．6 21．8

　　；46．31！08．3

@　：

1件当り買入砺積 6．2 7．2 5．8 5．3 3．9 a・i4・
高義事業 6．2 5．6 4．9 3．7 2．9 2．41　3．3

担い手事業 一 8．9 7．7 7．4 5．7 翫giε9
中山間事業 一 一 一 一 一 3．61　　3．6

自作地肩償移動　件数 29 37 28 53 48
　：

W3i　278
面積 60．9 129．0 67．7 180．9 118．3

233。51790．3　　：

1件当り移動面積 2．1 3．5 2．4 3．4 2．5 2．8・　　2．8

@：

事業利用率　　件数比 6．9 27．0 64．3 47．2 50．0 78．31　51．8

面積比 20．4 55．9 80．7 66．7 77．1 85．61　69．7
@　：

註！）事業実績は北村農業委員会業務資料を集計・作成。年次は暦年である。

　2）件数は売り手に即してカウントした。

　3）自作地有償移動は1988～1992年までは『北海道農地年報』各年次、1993年は北

　　村農業委員会業務資料による。

　4）表示した事業メニューは1993年8刃から一・本化されているが、ここでは擬来の

　　名称を用いている。
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に達しており，自作地有償移動の平均2．8haを上図る大盛積の移動がなされてい

る。とりわけ担い手：事業による1件当たり買入面積が大きく，事業利用による1

件当たり移動面積の大きさをもたらしている。

2）事例地域における農地保有合理化：事業の運用実態

（1）農地保有禽理化事業による権利移転の流れ

　次に図2によって，農地保有合理化事業が実施される際の権利移転の流れを概

観しておきたい。北村においては事業実施は大きく言って以下の5っのステップ

からなっている。

　まず第1に農業委員会によるあっせんがおこなわれ，後掲した参考資料1及び

2に記載されている事項が取り決められる。また，事業を利用する場合はその仕

組みについての説明がなされ，あっせんの過程の申に事業導入が定着しているこ

とが指摘できる。

　第2にあっせん終了後ただちに農業委員会事務局が公社に対して事業申請をお

こなうが，当該年度の申で事業が利用可能かどうかが定かではないため，暫定的

に売り手と買受け予定者との間で短期の賃貸借契約が結ばれる。

　第3に事業実施が決定されると公社が売り手から農地買入をおこない，対価を

入金する。その際の所有権移転に関わる登記：事務は地元農業委員会への嘱託登記

となっている（費用負担は公社）。

　第4に公社と買受け予定者との閥で，後述するように使用貸借または賃貸借契

約が結ばれる（註10）。この期間が公社の中毒避雷期間となるが，期間申の固定

資産税は公社が負担することとなっている。

　第5に保有期間が終了すると買受け予定者への売渡しがおこなわれ，事業に関

わる権利移転が完結することとなる。

（2）農地保有合理化事業の仕組みと運用実態

　次に，表3によって特別事業，担い手事業，中山間事業のメニューごとに事業

の仕組みと北村における運用実態について述べることとしたい。

　①対象物件（買入葡積要件）

　まず買入面積要件については，特甥事業・担い手事業では「基準面積」を超え

るこ：と，中瀬間事業では「おおむね3hajを超えることとなっている（註11）。

基準面積は，北海道農業開発公社が全道市町村について市町村の平均経営颪積を

基準にして算定しており，北村は1994年で4．9haとなっている（註12）。

　次に買入面積要件に関する北村における運用実態を見ると，まず特別事業では

とくに買入面積要件は設けられていない。これは特別：事業の実施要綱において，

農業経営纂盤強化促進法第12条第3項（市町村によるF農業経営改善計画」の認
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　あっせん

（農業委員会）

↓

賃貸借（短期）

　（売手→買手）

↓

　ぬご　　　　　　ロ　ゆ

　冗　　　界実

（売手→公社）

　登　　記

（公社負担）

　覇

　事

　業

　申

　請
　…

＿」

↓

使用貸借（2年）

　　または

賃貸借（5年）

　（公社→買手）

↓

　ッまノ　　　　　　めリ
　ワu　　　亥減

（公社→買手）

　登　　記

（買手負担）

図2　北村における農地保有合理化事業に関わる権利移転の流れ

註！）北村’農業委員会事務局からの聴き取りによって作戒。

　2）買手とあるのは最終的に公社から売渡しを受ける買受け予定者である。

　3）登記事務は農業委員会事務局への嘱託登記となっている。

　4）公社保有期間中の圃定資塵税は公社負搬となっている。
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表3　北村における農地保有合理化事業の運用実態G994無、上段：北海道農業開発公社、下段：北村農業委員会）

特別事業（事業関連タイプ） 撞い手事業（担い手育成タイプ） 中山間事業（担い手育成タイプ）

①対象物件 　　　農用地（基準爾積を越えること）早一一曽僧”用一”辱厘幽曹糟糟刷需需一轄申曝一一髄腫需¶一騨一幽幽凹曹回翻一甲、幽髄一糟需 　　　農馬地（基準颪積を越えること）帰豊｝幽髄　一”謄刷雫、騨一一髄曹髄髄謄曹”騨一甲曽幽圏哺”鴨｝墜帽曽暫曹需曜ρ一髄一憎用響 農用地（おおむね3ha以上の諭積を越えること）一一一曹曽層需隔一一幽曹一魍”「嘔曽曽曽一一幣｝一髄一嘗一需印髄噛冒圃醒冒｝曽曹需需一一”

特になし 7ha以上 2．4ha以上

②売渡三相 権利取得後の経営面積が野焼面積を越えること 権利取得後の経営繭積が鼠標藤穣を越えること 権利取得後の経営面積が基準面積を越えること

手の要件 禰一彌騨幽、齢需胤需幣胃串一幽曽塑需騨旧響騨一甲彌噂　曽一醤騨喩噌句噂曽営曽鴨一聯廟一幽一齪 閥　需一需辱幽一　一曽璽、需一脾甲一一曽9幽一一鴨騨騨，曽噺凹　刷帰｝曽一一謄檜胃　刷騨漸胃一髄唱 刷一｝一一髄一”騨P一噂一一騨噂，隔r幽一一一¶早”曽■一胴¶幽鮨曽曽翻卿雫暫瞥響騨吻尊曽

岡上（基準面積4．9ha／冒標罎積7．7ha） 1胃聾ユニ　（基準療1積　4。9ha／鐸標面積　7．7ha） 岡上（基準面積4．9ha）

③保有期間 　　　　　　　おおむね3年以内，一一一一　晴P一騨一　一一一曽曽”艀”　”一F一　噛髄望揃需隔一”芦一齢一嘗曽需｝F一＿曽嘗彌憎

@　　　　　　　　2作期闘

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　原理5年以内¶　騨曽一髄　曽曽需需一年一幽曽髄櫓　髄一m｝彌F一　幽曽曽憎　辱一　騨一曽曽一曹｝雫需藺幽曽曹刷儒，一一一　璽闇”　一幽　一曽営朧　，糟F一㌔一9帽需騨脚曽曽曽，P　臨口噛　幽－、｝嘔嘗一　P卿辱一嘗層開，

@　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5作期闘

④保有期間 使用貸借 賃貸借・ 買入価格の3％
中の貸借 需　彌　，　噂　魑　軸　曽　髄　旧　需　｝　一　F　臨　幽　曹　蟹　胴　謄　需　糟　騨　、　一　魑　幽　曽　曹　需　P　¶　需　曽｝　一　謄　幽　曹　層　「　辱　一　一　藺　曽 榊　騨”PF　F　曽　謄胴需幣需＿曽一一　一圃曽一卿帰騨幽曽一一　蜘騨一鞘一画　一需曹騨哺噂幽幽幽曽一用7曝曽曽胴隔｝顧畠幽曽曽隔騨一　鮎階曹一FF嘔藺瞥曽需一一幽曽謄”噌魑髄彌幣　甲一一讐圃¶顧申

O使用貸借（農地法3条） ○賃貸借（農業経営基盤強化促進法18条）

○農用地流動化積立金（標準小作料相当分） ○小作料○買入価格の3％
※原劉として農協一公社の契約

⑤売渡侮格 買入緬格＋諸経費 原劉と して買入価格
＿　p　一　一　曽　喝　盟　欄　騨　一　辱　一　曹　嘔　劉　髄　齢　曹　騰　隔　冊　｝　魑　噛　一　曽　一　闇　｝　P一　辱　一　曹　曽　一　，　一　吊　糟　騨　申　曽　謄　一 扁　儒｝騨　▼魅一齢騨印朧p一魅幽　髄　曽層幣辱pp一一曽曽摯彌F胃＿曽一曽願一騨曽一曽謄　囲騨、＿幽堺用p膠　一　一曽一　憎一幅＿一一，，胃一幽幽彌用一＿　臨一　齢一p一　一｝卿¶曹曽　齢榊一騨曽g願騨

O買入緬諮＋諸経費（買入価格の2．5％） ○買入価格

※買入価格の圭．5％＋0．5％×2年＝2．5％ ○経営安定対策事業（川州単独事業）の実施
（売渡蒔に一括賦課） ：ノ」、作料・買入価格の3％×5年篇15％→4％相当分：公社経費

○膿門地流動化稜立金は売渡時に農協に返却 1％　〃　：公社積立（全道プール・災害対策等）

10％　〃　：経営安定助成金として買手に交付

⑥諸経費 翼入隅格×2％ 買入価格×2％
ρ膠厚一▼嚇憎艀謄”一一”Fr御一幽齢，凹暫｝甲席｝“曽欝讐一曹曹¶曹一一塑畠嚇謄帯暫需肝 虚　幽　一　暫　曽　帰　帽　｝　胃　印　、　曽　曹　－　縣　騨　幣　搾　｝　一　一　髄　幽　認　暫　r　縣　㍗　一　曽　－　一　需　骨　帰　界　卿　一　一　凹　一　糟　¶　岬　引　薗　－　帰　幣　帰　脾　一　謄　雁　響　ρ　岬　一　営　，　P　，　智　畠　　一　P　P　”　昌　一　酔　一　”　　騨　｝　一　一　需　、　芦　曽　鴨　卿　串　曹　幽　曽　謄　喩　一　一

売手負担：買入価格×2％十消費税3％ 売手二挺：買入価格× 2％＋消費税3％

⑦地　　元 （全協資金：1ハGあり）O．5ハ0 （連合会資金。．5／10あり）1／10

利子助成 謄一炉｝噂鴨魅幽　曽謄帽簡謄一　一一幽一　一　一幽　曹　楠謄併¶｝｝P魑曽伽一齢層需騨¶俸～　曽臨瞥酔巴 辱　冑　噂　幽　幽　一　一　闇　－　r　辱　鵯　臨　檜　魑　階　需　旧　需　｝　辱　帰　即　一　髄　一　需　嚇　欄　層　一　申　讐　一　一　曹　層　翻　一　一　一　曽　騨　響　噌　冑　一　一　闇　騨　一　一　階　藺　帽　謄　r　，　曽　髄　r　陶　甲　8　幽　幽　柵　炉　辱　｝　一　一　艀　　脚　脚　一　一　謄　坤　騨　曽　魅　酔　需　早　畠　一　一　9　帰　w

（全協資金あり）村0．3／10、農協0。2ハ0 （全協資金なし）村1／10、農協。．5／10 （連合会資金なし）村1／10、農協。．5／10

註）表側各項蟹の士澱は北海道農業開発公社『豊かな農村づくりをめざして　公社事業のあらまし蟄9細PP．5～6から抜粋して作成。下段は北村における運駕実態を示

　　したものであり、北村農業委員会事務局及び北海道農業開発公社遂央支所に対する聴き取り調査によって作成。ただし基準面積及び冒標高積は北海道農業開発公

　　社「農地保有合理化事業の基準闘槙、穏晶晶積」　（平成6年1月1β改正）による。



定）にもとつく「認定農業者」に売り渡す場合は，買入面積要件が適用されない

という例外規定が適用されているためである（註13）。次に担い手事業では，買

入面積要件は7ha以上となっており，これは北村独自の基準であり，担い手事業

利用に際して極めて高いハードルを課しているものと言える。また，中山聞事業

では2．4ha以上となっているが，これは「おおむね3ha」の「おおむね」を80％

と解釈するという全道統一的な基準である。

　北村の農地保有合理化事業利用においては，それぞれの買入面積要件を基準に

してメニュー選択がなされており，先に指摘した担い手事業の1件当たり買入面

積の大きさはこのことによるものである（註1の。

　②売渡等相手の要件

　売渡相手要件には大きく書って年齢要件と面積要件があるが，表3では面積要

件のみを載せている。権利取得後の経営面積が特別事業，担い手事業においては

「目標面積」を超えること，中山間事業では先述した「基準画積」を超えること

となっている。　門標面積」についても同様に公社が算定しており，北村は7．7

haとなっている。売渡相手要件の北村における運用もこの全道基準に即したもの

となっており，大規模水田地帯である北村においてはこの面積要件は容易にクリ

アできる水準であると書える。

　③保有期間

　公社の申間保有期問は特別事業では「おおむね3年以内」，担い手・中由間事

業では「原則5年以内」となっている。実際には，北村も含めて全道統一的に特

別事業では2作，担い手・巾山間事業では5作を収穫する期閲となっている。

　④保有期問中の貸借

　保有期下中の権利形態は，特別事業では使用貸借，担い手・中山問事業では賃

貸借であり，小作料水準は買入価格の3％と：なっている（註15）。

　実際の運用実態について見ると，まず特別事業では農地法3条による公社と買

受け予定者との聞で使用貸借契約が結ばれると共に，原則的には公社と買受け予

定者の所属する農協との間の協議・契約によって毎年（2年1認）　「農用地流動化

積立金」として標準小作料柑当額が農協から道公社に支払われる（註ユ6）。北村

においてこの金額は申脳の標準小作料額に相当する！0a…当たり22，000円である

（参考資料1）。圓様に，撞い手・中1舞聞事業では，農業経営基盤強化促進法に

よる賃貸借契約が結ばれ，小作料として毎年買入価格の3％が公社に対して：支払

われる。

　⑤売渡価格

　買受け予定者への売渡価格は，特測事業では買入価格に諸経費を上乗せしたも

の，撹い手・中山間事業ではジ原則として買入価絡」となっている。
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　実際の運用実態について見ると，特別事業では買入価格に繍えて公社経費とし

て1．5％十濡鼠0．5％が上乗せされるが，先述したように実質2年間（2作）の

保有期間であるため，諸経費は合計で買入価格の2．5％であり，これは売渡時に

一括賦課で徴収される。また，先述した農用地流動化積立金は売渡時に公社から

農協へ返錦される（註17）。

　担い手・中山間事業では，買受け予定者に対して買入価格で売り渡されるが，

それと併行して公社単独事業である「担い手確保経営安定対策事業」が実施され

る。：事業実施要領によれば，この事業は「担い手丸農業者の初期段階のリスク軽

減に寄与する」ことを目的とし，対象事業として（1）生産基盤の整備改良等，（2）

生活基盤の整備改良，（3）担い手等温業者の経由の体質強化を図るために，特に

必要と認めて行う経営安定助成金の交付，（4）その他，が用意されている。北村

におけるこの事業実施においてはすべて「経営安定助成金」の交付が選択されて

おり，保有期聞中の支払い小作料総額に当たる買入価格の3％×5薙＝15％のう

ち10％に相当する：金額が買受け予定者に対して交付されている。

　また，買入価格は基本的には北村農業委員会による「あっせん価格」が採用さ

れており，それに対して公社が独自の算定基準（「農用地等の売渡価格算定基準」）

と調査結果（暴準地の定点観測）をもとにチェックがおこなわれている。

　⑥諸経費

　売り手から徴収する公社経費は…律に買入価格の2％であり，実際にはこの額

に消費税3％が上乗せされる。従って，先の買受け予定者から売渡時に賦課する

経費と合わせると，公社経費は特別事業では4．5％（＋消費税3％），担い手・

中山聞事業では「経営安定助成金」として交付される金額などを差し引けば6％

となる（註18）。

　⑦地元利子助成

　事業で用いる買入れ資金は，国，北海道，全国農地保有合理化協会（全協），

連合会，地元（市町村及び湯沢）が利子助成をおこない無利子にする仕継みが設

けられている（註19）。特別事業では1993年度から国の補助による無利子資金の

貸付けの仕組みが廃止され（註20），その負担率は1994年度で國7／10，道1，5／10，

全協1／10，地元0．5／10となっている。また岡様に担い手・中山闘事業では，原姻

として全協資金が無く，国7／10，道1．5ハ0，連合会0．5／10，地元i／10となってい

る。ただし，全協資金及び連三会助成は一定の資金枠，助成枠の範囲内に限って

対応可能とされており年度によってかなり流動的である。

　地元負担は市町村と膿協の協議によってその負担割合が決められることとなっ

ているが，北村農業委員会からの聴き敢りによれば，北村においては特別事業で

は全協資金対応があり村0．3／10，農協0．2／10，計0．5／10となっているのに対して，
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担い手・申山闘事業では連合会資金の対応がなされておらず村1ねO，農協0．5／ユ0，

計1．5／10となっている。とりわけ担い手事業は買入面積が相対的に大面積である

ため地元負担額が大きくなり，このことは担い手事業の運用において買入顧積要

件7ha以上という厳しい基準を設けていること：と密接に関連しているとみられる。

3．市町村における農地保有合理化事業の推進体制と聞題点

1）事例地域における農地保有合理化事業の推進体捌

　先述したように，北村においては1988年から事業が導入されているが，開始に

当たっては旧北海北村農協（現いわみざわ農協）のリーダーシップが大きかった

とされる（註21）。現在の事業推進は農業委員会が中心となっておこなわれてお

り，公社が作成した事業のパンフレットの使用，及び自身が地域における有力な

農家でもある農業委員の口頭によるPRによって事業の積極的な普及活動がなさ

れている。

　その際事業利用の最大のメリットとして宣伝するのは，公社保有期間中にお

ける農地の極めて低負担水準での利用が可能であるという点である（註22）。上

述したように，特甥事業においては公社保有期問中の買受け予定者の実質的な支

出は農用地流動化積立金として売渡時に返却される中田小作料額のみであり，公

社経費として負担する買入価格の2．5％分は売渡時の一括賦課であり，この部分

も融資の対象となっている。また同様に，担い手・中山闘事業においては5年間

で買入価格の15％に丁丁する小作料を支払うが，地元ではこの内「10％が戻る」

（参考資料1）という理解が支配的であり，これに従えば年平均で地価の1％水

準で農地借入ができる勘定となる。この具体的な金額を事業の実施事側をもとに

計算したのが表4であるが，特朋事業では年聞！0a当たり6，171円，担い手・申

山聞事業では5，069円となる。また，公社との賃貸借期闘中の小作料支払い額は

15，207円であり，標準小作料額をはるかに下図る水準となっている。

　農業委員会としてはこの期問中に買受け予定農家が残余の蓄積をはかり，買い

入れ能力を充実させることを期待しているわけであるが，事業利用は岡時にこの

保有期間分だけ償還開姶を繰り延べる役割も果たしているのである（註23）。ま

たこの意味からすれば，特別事業の農胴地流動化積立金と担い手・中山闘事業に

おける経営安定助成金とは，農協を介して買受け予定者に残余を意図的に蓄積さ

せるシステムだと言うことができる。
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表4　公社保有期間巾の買受け予定者の実質隼間負担額

　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円／10a・年、％）

事　業　名 平　　均　　最　　大　　最　　小　　変動係数

【特携事業】

@使用貸借期間

A公社経嚢

　　　農用地流動化積立金22，QOO

U，171　　　　　　　　8，125　　　　　　　　2，284　　　　　　　　　14．4

【担い手・中山間事業】

B賃貸借期間

C公社経費等

15，207　　　　　　　18っ839　　　　　　　9，823　　　　　　　　　9．4

T，069　　　　　　　6，280　　　　　　　3，274　　　　　　　　　9．4

〈参考）標準小作料 上　　｝ヨヨ　：　27，000、　rlτ　とlll：　22，000、　下　　田：　18，000

註）北村農業委員会業務資料に基づく1988～1993年の公祉買入事例（特別事

　　業57事例、担い手・中1、【．1問事業42事例）から以下の要領で算出した。

　ζ特甥事業】

　②公社経費　　瓢　買人価格×2。5％÷2年

　［担い手・中由問事業】

　③賃貸借期間　コ　買入価格×3％

　④公社経費等　篇　買入億格×5％÷5年
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2）事例地域における農地保有合理化事業実施をめぐる諸問題

（1）事業の推進主体に関わる聞題点

　まず第！に，事業利用に伴う村の財政負担の膨張が挙げられる。具体的には上

述した地元利子助成への支出であるが，北村においてはこの利子助成は農林水産

業費の申の濃業委員会費から支出されている。表5はその実績を示したものであ

るが，利子助成は1993年度にはおよそ800万円に到達しており，報酬に次いで大

きな支出項目となっている。さら！こ，巖業委員会費に占めるシェアも年々高まる

傾向にあり，農業委員会費を押し上げる主要な要因となっている。また，鼻筋：事

業への利子助成も1993年度から始まっている。

　このことに関連して第2に，北村では農業経営基盤強化資金（スーパーL資金）

の利子補給設定において，愛い手事業を利用した農地取得に対しては村の利子補

給を10年で打ち切ることが決定されたことを述べておきたい。この措殿は事業を

利用せずに農地取得をおこなった農家と事業を利用して農地を取得した農家との

間の不公平感を是正するために取られたという背景がある。打ち切り後の利率は

3％となることが現在のところ予想されている。

　第3に，農業委員会の事務処理の膨張という闘題を指摘しておきたい。事業実

施に伴う書類作成はすべて膿業委員会事務局の負担となるが，先の権利移転の流

れに即して言えば，賃欝権もしくは使用貸借権設定に関わる書類作成が2回，所

有権移転に関わる畜類作成が2顛1，登記諮類の作成が2圃と：通常のあっせんのみ

であれば所有権移転と登記の2園で済むのに対して6圏の事務処理が要求される。

（2）：事業の仕組みに関わる問題点

　第1に，売り手の経費負担の問題が挙げられる。これまでは売り手にとっては

事業利用は2％の経費を徴収されるデメリットのみであり，このことが事業利用

の妨げとなってきた側近がある。これからは上述したように譲渡所得税薦での優

遇措置というメリットが付与されたことは評価できよう。

　第2に，上述した経営安定助成金への課税問題が挙げられる。これは公社への

賃貸借期聞巾の小作料支払いを単年度で経費として算入していた場合，公社から

の売渡蒔に交付される経営安定助成金が…時所得ないしは雑所得とみなされ課税

対象となるという問題である。この点で，農用地流動化積立金は貯金扱いであり

そうした闇題は今のところ発生していない。

　第3に，公社保有期間中に買受け予定農家に不灘の事態が生じた際の対応が硬

薩的であるという点が挙げられる。佛えば期問中に買受け予定農家が離農した場

合，それまでの積立金部分は次の買受け予定者に引き継がれるという点，また，

保下期間中に費受け予定農家の経営状態が悪化した場合，売渡時になって農協が

資金貸付をいったんは拒否するという問題が最近になって現れてきている。

一慧6一



表5　北村農業委眞会費の費ill別支出額の推移

　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人、千円、％）

｝988 1989 1990 1991 1992 1993

職　員　数 3 3 3 3 3 3

うち正職員 2 2 2 3 3 3

臨時職員 1 1 1
一 ｝ 一

禽　　　計　　　（A） U，723 12，749 14，236 16，177 17，757 22，678

報　　　酬 6，207 6，658 6，988 7，494 7，237 8，068

共　済　費 1！1 115 H8 一 一 ｝

賃　　　金 1，069 1，065 917 0
｝ 一

報　償　費 o ユ5 36 99 76 178

旅　　　費 2，542 2，537 2，174 2，744 2，673 3，353

交　際　費 268 269 262 268 297 300

需　要　費 760 603 1，062 1，620 L734 2，023

役　務　費 一 ｝ 一
2 100 157

使用料及び賃貸料 31 34 27 35 21 19

負担金補助及び交付金 734 1，453 2，652 3，915 5，619 8，579

うち利子助成（B） 8 873 2，03i 3，235 5，011 7，947

うち特別事業 ｝ 一 一 一 ｝
go

騨帰騨聯幽一己一一一一一観，齢｝幽一一一需開””需
鴨　　一　　臨　　帽　　一　　鼎　　隔　　需　　席　　帽　　一　　幽　　一　　9　　軸　　酔　　帰　　隔　　鴨　　需　　静　　需　　卿　　一　　一　　謄　　曹　　一　　一　　胃　　需　　”　　需　　一　　障　　一　　嘗　　芦　　罷　　唱　　一　　一　　冊　　一　　胴　　一　　一　　一　　轄　　幣

利子助成のシェア①／A） o．1 6．8 14．3 20．0 28．2 35．O

増分寄与率（△B／△A） 皿 84．3 77．9 62．玉 ユユ2．4 59．7

註1）北村農業委晶晶『～杓戎5年度農業委員会業務概要』i）13、北村『北村一般

　　会計歳入歳出決算書』各年摂1版及び北村農業委員会業務資料によって作成。

　2）増分嵜与率は対曲年比である．
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表6　北村における農業経営基盤強化資金の利子補給設定状況

資　金　使　途 利子補給年限 利子補給率

農地取得

@うち担い手事業利用

_地等改良・造成

_業機械の購入
_業施設の設置

　　　　25年

@　　　10年

@　　　10年

ﾏ用年数内（最大25年）

0．25％

O．25％

O．25％

n．25％

註）北村『農業者認定制度のあらましく農業経鴬基盤強化促進基本構想につ

　　いて〉誰　（口付なし）P28より引用。
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4．市町村レベルからみた農地保有合理化事業の推進上の課題

　以上，1988年以降急速に事業導入が進んだ北村を事例として，事業利用の実態

と事業利用の結果発生している閥題点について明らかにしてきた。最後にこのこ

とを踏まえて，今後，市町村が積極的に夢業利用を進めていくために必要な課題

について整理しておきたい。

　第1に，市町村における事業推進主体の強化，とりわけ事｛列地域に即して言え

ば農業委員会事務局体制の強化が求められる。また，このことに関連して事業実

施に伴う書類の簡素化，事務手数料の交付の充実も求められよう（註24）。

　第2に，市町村の財政負担の軽減が求められる。事例地域において見たように，

事業実施は利子助成とスーパーL資金の利子補給という二重の負担を市町村に迫

る結果となっている。また，このことは農地保有合理化事業を推進する上で，買

い手に対するいっそうの融資・償還条件の整備が必要であることを示唆している

と言えよう（註25）。

　この点で，1995年度から実施される新設の「経営転換タイプ」は市町村の利子

助成を設けていないことが評価される（註26）。しかしながら，この事業の地価

下落への補填無慮について需えば，　「時価で売り渡す」仕組みを活用して売渡価

格を下げると次図からの買入価格に影響するので，事例地域のように負債問題が

深刻な地域ではこの事業を酒撫することによって地価を下げることに関しては慎

重な運構が必要であろう。いずれにせよ，農地保有合理化事業の本来的な目的で

ある中間保有・再配分機能の充実がより基本的な課題として求められるのである

（註27）。
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　1970年　　　　1972年
（農地法改正）

1988年 1991年 　　　　1993年
（農業経営基盤強化促進法）

1995年

一般事業

賃貸借事業

山

9
i

特別事業

担い手事業

中山間事業

新

特

別

事

業

事業関連タイプ

担い手育成タイプ

中山聞地域

（特別枠） 経営転換タイプ

農

地

売

買

等

事

業

農地信託工事業

農業生産法人出資育成事業

研修等事業

農

地

保

有

合

理

化

促

進

事

業

付図　農地保有合理化事業メニューの変遷の概略

註1）全国農地保有合理化協会『農地保有合理化促進事業20年の歩み』　（！991年）、　『日本農業年鑑』　（！991年版）

　　　PP．53～54、北海道農業開発公社『公社事業のあらまし』　（’92年版及び’94年版）によって作成。

　2）！973年度単年度でf水田買入事業」が、1982年度から集合的野用権等調整事業が創設されているが図示は略した。

　3）担い手事業の正式名称は「担い手確保農地保有合理化促進特別事業」、中山間事業は「中山聞地域農地保有合理
　　　化促進特別事業」である。



（註）

（註1）農地保有合理化事業の事業メニューの変遷については付図を参照のこと。

また，農地流動化施策における農地保有合理化事：業の位置づけとその変遷につ

いて通史的に整理しているものとして全国農地保有合理化協会口6］がある。

さらに，いわゆる「新政策」の具体化として1993年に創設された農業経営基盤

強化促進法における農地保有合理化事業の位置づけに関しては吉村［14］PP．6

～9を参照されたい。

（註2）　「経営転換タイプ」の仕組みと本文での引用は直接には北海道農業感発

公社［3］P2に依拠している。

（註3）現行の農地流動化施策に関わる優遇措置については例えば北海道農政部

農地調整課［5］｝）P．48～50にまどめられているので参照されたい。

（註4）臼本農業新聞1994年12月16日付け。また，同記：事によれば「農水省の試

算によると，全国の農地取引件数の93．3％がこの特別控除でカバーされること

になり，農地流動化が一一層弾みがっく」としている。

（註5）日本農業新聞1995年2月101陰付け。具体的には「農地保有合理化法人に

よる買取協議丁度」の創設であるが，この仕細みについては例えば前掲北海遺

農業開発公社［3〕P15に詳しい。

（註6）この点に関する和国的な視野からの分析として田代［13〕を参照された

い。また，北海道における草地開発事業の軌跡については北海道農業開発公社

　［2］PP．98～105に詳しい。

（註7）これ以前の時期の例外年度として玉973年があるが，これはこの年度のみ

　「水田買入事業」が実施されたことと密接に関連している。この事業の実施の

背景：等については全国農地保蒋合理化協会［15］PP．20～21に詳しい。

（註8）こうした北海道水田地帯における最近の畏地移動・農地価格の動向と農

地保蒋合理化事業の伸長に注瞬して，積極的な発雷をされているのが堀口健治

氏である。氏が発表された論文・報告書は多数にわたるが，最新のものとして

堀口［7］を参照されたい。氏は地価下落が必ずしも農地流動化（売買）を促

進するものではないことを述べられ，農地保有合理化事業の意義を重視されて

いる。

（註9）北海道農業会議［1］PP．38～42，及び北海遊耐塩部縫地調整課〔5］

P12を参照。そこで指摘されているのは，　「農業委員会職員の変動が激しいこ

と，関係者の理解が乏しいこと」，　「市町村レベルでのPRに努め，その活用

を促す」ことであり，市町村・機業委員会の意向が農地保有合理化事業の実施

に強く反映していることがうかがえる。また，松山恒雄氏（北海道農業開発公
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社専務理事）は事業推進において「農協にアタックする」ことが重要であるこ

とを三論されている（全国農地保有合理化協会［16］P52）。また，堀口・寺

本［8］は青森県において金木町が県の農地保有合理化事業の水田に関わる事

業予定枠の大部分を消化している要義として，農業委員会と公社との「連携プ

レーが良好になされている」点を指摘している（P254）。

（註10）こ：うした事業実施に伴う暫定的な賃貸借契約が，北村における賃借権設

定の大きなウェイトを占めている点について吉州〔10］P13を参照されたい。

（註11）中山間事業は，担い手事業の要件が「大規模な北海道のみに向いている

ので，府県に適用しやすいように漉し」て，心積基準をより小規模に緩和して

創設されたという経緯をもっている（堀1：二1〔7］P14）。担い手事業の創設に

おいて北海道が主導的であった経緯については全国農地保蒋合理化協会［16］

PP．52～54の松山恒雄発言を参照のこと。

（註12）この基準面積自体も事業導入をより容易にするため小規模に緩和されて

きたという経緯がある。

（註13）農業経営基盤強化促進法の前身である農緑地利用増進法蒔代においても，

1989年目一部改正によって「経営規模拡大認定計画制度」が創設され，同様の

例外規定が適用されてきた。北村ではすべての買い手がこの認定を受けてきて

いる。

（註14）しかしながら表2において謡い手事業の1件当たり買入面積が7haを下

回る年次が見られるのは，資料の鋼約によって件数を売り手に即してカウント

しているためであり，実際には複数の売り手から！戸の農家が買い入れること

によって事業利用がなされている。

（註15）担い手事業の創設時において北海道農業開発公社は特別事業と同様に無

償貸付にしたい要望を持っていたが，行政監察等によって有償貸付（賃貸借）

方式を取らざるを得なかったという経緯をもっている。小作料を買入価格の3

％としたのはより低水準にしたいという意向の現れと言えるが，この点に関し

て堀口［7］では「3％にした根拠は明確ではないが，農地取得資金の3．5％

の金利水準よりは低くしたいということであったらしい」　〈P玉5）と述べられ

ている。

（註16）この仕組みは1987年に創設されたものであり，当時の背景として農地取

得資金の資金枠が逼迫していたことから，買受け時の出金」にすることを意

図したものであったとされる。それと共に，買受け予定者に確実に売り渡すた

めの「担保」的な意味合いも付与されているものと考えられる。このことは本

文で後述する担い手・中山間事業における「経営安定対策助成金」の交付も同

じ意味合いをもっていると考えられる。この点については堀口［6］P131，吉
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川［10］P17にも岡様の指摘がある。しかしながら同時に，不十分ながらも公

社保有凶聞中における地価下落対応の意味合いをもっていることについて堀口

　〔7］PP．13～17を参照されたい。

（註17）実際には公社名義で農協の定期預金口座に入金されているため利息がっ

くが，利息分も合わせて返却される。

（註18）北海道における特甥事業の経費徴収方式の変遷については，堀口［7］

　P13を参照のこと。

（註19）農地保有合理化法人が買入対価の支払いに要する資金を金融機関から借

り入れにより調達する場合，その利率の上限は基本的には通達（農林水産省構

造改善局長「農地保有合理化促進対策費補助の適正かつ効果的執行について」）

が定める基準金利に画されている。その水準は1993年では5．2～6．3％となって

いる。

（註20）全協の特別事業資金の貸付原資は，国庫補助による貸付原資に加えて，

1984年から全額国庫の利子助成による中：央：調達方式（農林公庫資金）が採用さ

れてきた。この点に関しては全国農地保有合理化協会［16］PP．18～19を参照

されたい。

（註21）農業委員からの聴き取りによる。事業導入によって期待されたのは農地

取得資金利用に比しての公社の迅速な土地代金支払いであり，これによって負

債を抱える売り手の金利負担を軽減することを意図したとされる。この点につ

いては井上［9〕P128，堀口［6〕Pi28にも同様の指摘が見られる。

（註22）弁上［9］は集含事業の導入纂例においてこの点を簾叡が事業のメリッ

トとして捉えていることを指摘している（P130）。

（註23）農地保有合理化事業が農地購入資金の支払い繰り延べ効果を果たすこと

になるとの認識は北海道農政部農地調整課［5］P47にも見られる。

（註24）現行では業務実施委託費が支払われている。ちなみに北村における1994

年度の委託費は計294千円である。

（註25）この点については谷本〔12］P18にも岡様の指摘がある。

（註26）経営転換タイプの負担割禽は国7／10，都道府県3／10である。北海道農業

開発公社［3］P2による。

（註27）経営転換タイプの創設に先立って北海道農業確立対策会議［4］は「農

地集積円滑化事業制度」の創設を要望していることが注目される。その趣留は

当面買い手のない農地を都道府県公社が買い上げ長期貸付をおこなうというも

のであり，そのために，①全額国費による無利争資金の融通，②翼受けを条件

としない長期貸付（10年），③売買価格差補填制渡，④将来とも買い手の見込

めない農地を市町村・農協などが都道府県公社から買入れ新規就農者の研修農
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場や国土保全等農地として活用できる特例描羅及びそれに伴う市町村の財源確

保措置，などが必要であるとしている。この要望事項に即して書えば，　「経営

転換タイプ」は売買価格差補填の仕組みを設けたものと評価される。また，こ

の点に関する北海道農政担当者の好意的な評価として例えば斎藤［11〕が見ら

れる。
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（参考資料！）

　　　　　　　　　　　　　　斡旋委鐸会進行マニュアル
　　　　　　　　　　　　　　　（北村農業委貝会作成）

○開　会

　猟今から、○○氏よリ斡旋の申出がありました農地について、斡旋委員会を始めます。
○委賃紹介

　始める前に、斡旋委員の紹介をします（委貴長、副委員長、委員の順に、最後に導務局職
　員）。

○地番・洋燈確認
　斡旋農地に係る地番、面積について事務局から報告させます。
○事務局

　（地番、面積の報告をする）

○確　認

　只今、事務局から地番、面積の報告がありましたが、これに相違ありませんか。

O申出者
　「・・…　　」

○進行順の確認

　本来であれば、売人（貸人）、買人（借入）別々に斡旋価格及び条件等についてお聞きす
　る事になっておりますが、担当委員が仲介して内容等くわしく説明されていると思います
　ので双方同席のままで進めてよろしいか。

　（反対の場合はそれぞれ聴取りすること）
○双　方

　「・・…　　」

○委員長

　双方から問意を得ましたので、岡席のままで進めます。

○価格・賃貸料の提示
　斡旋小委農会で決定した玉Oa当りの売買価格（賃貸価格）を双方に提示する。
○契約内容
　1．公租公課（固定資魔税）

　2．土地改良区水利費

　3．土地改良事業費

　4．土地の立入蒔期

　5．売買（賃貸）代金の支払い期限
　6．支払方法

　※賃貸にあっては賃貸期間の確認
　※公社事業にあっては別途説明すること。

　　1．事業関連タイプ（3年もの）

　　　売入諸経費　2％＋消費税3％
　　　買人諸経費　　［1。5％十〇．5％（正年に）］

　　　賃貸料として10a当り22千円を積み立てる。
　　2。担い手及び中山間タイプ

　　　売人諸経費　2％＋消費税3％
　　　買人諸経費　5％GO％戻る）
　　　公社との賃貸料は売買価格の3％となる。
○契約内容確認
　それでは10a当りの爾格、契約内容等が決定しましたので事務局より報告させます。
○事務局
　（契約内容を説明する）

○閉　会

　売入（貸入）にあっては、今後益々の御健康をお析りいたします，又、買人（埋入）にあ
　っては土地の拡大に敬意を表すとともに、益々のご発展をお祈り申し上げ閉会のご挨拶と
　いたします。

　本Eiはご苦労様でした。

註）原様式を一部補筆して引用。
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（参考資料2）

　斡旋経過書類様式

（北村農業委員会作成）

年月日 場　所 出席委員 斡旋の経過

賃貸価格田

畑

売買価格　田

畑

農地法3条　　農業経営基盤；強化促進法第18条第1項

公告は、総会終了後ほぼ！週間以内

公租公課 （固定資産税）　　　　　買人　売人

改良区水利費 買人　売人

土地改良費（ほ場整備、土地総）　買人　押入

費用 （所有権移転、登録免許税等）

買人　売入　両者折半

（分筆等ある場合は、学者協議とする）

支払日 平成　年　月　日

支払方法

公社事業 （特甥・担い手）取扱いは、当面個人間の賃貸借とな

り公社買入れ後、公社、買入との賃貸借（撞い手）、使用貸借

（特別） とする。

公社からの入金が定かでないため、賃貸借（小作料）対応。

事務局 斡旋調書作成

註）原様式を．一・部訂匿して引用．
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（参考資料3）

農地保窃合理化事業の改善要望

○買人面積要件

　・多様な農地の流動化に対応するため、買入穂積要件（基準面積等）の緩和。

○売渡相手等の要件

　・受け手の掘り趨こしのため、受け手の顧積要件（自標面積等）の緩和、

　・受け手のない場合、この事業を通じて、市町村、農協、第3セクターが買入れる劇度。

○一時貸付けの熱闘

　・年齢、経営内容等による弾力的な貸付期間のできる制度。

　・受け手の掘り趨こしのため、長期貸付制度。

　・離農などによる農地の売渡しと規模拡大、新規就農などによる農地の取得とのタイムラグを

　　公社の中出保海機能の強化により埋める制度。

　・廠舎事業実施地域の詣定期間の延長。

○売渡価格

　・時価で売渡す制度。

　・時価又は買入価格のうち安い方の価格で売渡す制度。

○諸経費

　・売り手の経費は負債整理を考慮して1％にして欲しい。

　・売り手、買い手の経費は、国の負担を望む。

○市町村段階の地元負担

　・全協、連合会の助成が流動的で、市町村の予算措置を難しくしている。固定化できないか。

　・地元負担は、道段階までとすべき。

　・地元負担は、市町村までとすべき。

○その他

　・予算枠の拡大。

　・当面、買い手のない膿地の買入れ、農地備蓄構想の実現。

　・農地のストック機能を充実させ、意向、売渡し、貸付けができる制度。

　・初期段階の負担軽減をさらに充実した事業。

　・この事業を利用する優遇制度の確立。

　　（例）無利子の農地取得資金

　　　　　譲渡所得税特別控除額の大幅な引き上げ。

　　　　　親子間（同一生計）の公社中闘保有による売買　など。

　・搾乳権付き農地の創出による事業の展開。

　・買入対象に林地、原野、雑糧地等を加える（事業関連外）。

　・農地の条件が悪い場合、高率補助による基盤整備を実施し、受けやすくするような制度。

　・鷹地流動化の面当者（市町村、農脇）の研修会の開催。

　・買入手続きの書類の簡素化、地元に対する事務手数料の交付。

註）北海道麗業開発公社「公社事業にかんするアンケート調査結果」　（平成6年12月）より弓1用。

　　本調査は1994年10月上旬～11月上旬にかけて全道の200市町村及び232農協に対しておこなつ

　　た配票調査であり、囲収率は84．3％である．

一王5’7一


